
 
生活保護法による介護扶助について ～生活保護法指定介護機関のしおり～ 

１．はじめに  

 平素より生活保護行政の推進にご協力いただき厚く御礼申し上げます。 

介護事業者の皆さまに制度の趣旨や介護扶助に関する事務取扱等に対する理解を深めていただき、生活保護法によ

る介護の給付の更なる適正実施を図るため、簡単ですが制度の概要をまとめましたので、今後の業務の参考にしてい

ただきますようお願いいたします。 

 

２．介護扶助とは  

介護扶助とは、介護または支援が必要な被保護者（生活保護受給者）に対して、原則として介護保険の給付対象と 
なる介護サービスと同等のものを、生活保護法により指定された介護機関から介護や用具の貸与など直接の行為や物

により提供するものです。 
  
３．介護扶助と介護保険の適用関係について  

要件 

要介護又は要支援の状態にある被保護者 
４０才以上６５才未満 

６５才以上 医療保険未加入者で 
特定疾病該当者 

医療保険加入者で 
特定疾病該当者 

介護保険の 

適用 
介護保険被保険者とならない 

介護保険被保険者となる 
第２号被保険者 第１号被保険者 

要介護認定 生活保護法による要介護認定 介護保険法による要介護認定 

ケアプラン 
生活保護法の指定介護機関に 

作成を委託 
介護保険法に基づき作成 

支給限度額以内のケアプランに限る 

給付割合 
※生活保護法の指定介護機関からの介護サービスに限る 

介護扶助１０割 介護保険９割・介護扶助１割 

障害者施策 

関係 
障害者手帳等を持っている場合は、

障害者施策が介護扶助に優先する。 
介護保険・介護扶助優先。ただし、一部サービスでは自立支

援医療（更生医療）が介護扶助に優先する。 

※介護扶助には介護保険の取扱いと異なるものがあります。 
４．生活保護法指定介護機関の義務について  

（１） 指定介護機関は、指定介護機関介護担当規程に従い、懇切丁寧に被保護者の介護を担当しなければなりません。

（生活保護法第５０条第１項を準用） 
（２） 指定介護機関は、被保護者の介護について、県知事の行う指導に従わなければなりません。（生活保護法第５

０条第２項を準用） 
（３） 指定介護機関が、第５１条第 2 項各号のいずれかに該当するときは、生活保護法の指定を取り消し、あるいは

停止することがあります。（生活保護法第５１条第２項を準用） 
（４） 県知事は、介護扶助に関して必要があると認めるときは、指定介護機関の管理者等に対して、必要と認める事

項の報告若しくは介護記録、帳簿書類その他の物件の提出等を命じ、指定介護機関の管理者等に出頭を求め、

又は県職員に関係者に対して質問させ、若しくは指定介護機関について実地にその設備若しくは介護記録、帳

簿書類その他の物件を検査させることができます。（生活保護法第５４条第１項を準用） 
※平成 26 年 7 月 1 日以降に介護保険法による指定又は開設許可を受けた介護機関は、生活保護法による指定を受け

たものとみなされます。 
 

愛知県福祉局福祉部地域福祉課 

照会先：愛知県福祉局福祉部地域福祉課 生活保護グループ 電話（直通）０５２－９５４－６２６３ 
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人権問題の正しい理解のために ～人権への配慮～ 

 

１ 人権とは 

人権とは、誰もが生まれながらにして持っている、人間が人間らしく生きて

いくための、誰からも侵されることのない権利です。日本国憲法は、国民の基

本的人権として、自由に生きるための権利（自由権）、人種、信条、性別、社

会的身分、門地などによって差別されない平等の権利（法の下の平等）、健康

で文化的な最低限度の生活を営む権利（生存権、教育を受ける権利、労働三権）

などを定めています。 
愛知県では「人権教育・啓発に関する愛知県行動計画」等に基づき、市町村

や民間団体と一体となって、人権に関する教育・啓発活動を推進してきました。 
しかしながら、今もなお、様々な人権課題が存在するとともに、インターネ

ットの普及を始めとする情報化の進展により、人権に関する問題は複雑化、多

様化しています。 
こうした状況を踏まえ、新たに「愛知県人権尊重の社会づくり条例」（2022

年４月から施行）を制定し、2024 年３月に「あいち人権推進プラン」を策定

しました。 
今後は、当該条例及びプランに基づき、人権教育・啓発を始めとした人権施

策を総合的かつ計画的に推進し、あらゆる人権に関する課題の解消を図ると

ともに、全ての人の人権が尊重される社会の実現に向けて取り組みます。 
 

２ 人権の重要課題 

(1) インターネットによる人権侵害：教育・啓発活動の推進、安全なインターネ

ット環境の普及促進など 

(2) 外国人：多文化共生への理解促進、暮らしを支える体制の強化など 
(3) 部落差別：部落差別に対する理解の促進、学校教育での取組の推進など 

(4) 性的少数者：企業等事務所の取組の推進、県の事務事業における配慮など 
(5) 子ども：いじめ対策等の推進、児童虐待防止の推進など 
(6) 女性：男女共同参画の理解の促進、就業環境の整備・女性への就業支援など 
(7) 高齢者：自立促進と社会参加活動の推進、高齢者虐待防止の推進など 

(8) 障害者：障害者差別解消の推進、障害者虐待防止の推進など 
(9) 感染症患者等：ハンセン病、エイズ、肝炎に対する差別や偏見の解消など 
(10) 犯罪被害者等：犯罪被害者等に対する理解の促進など 
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(11) ホームレス：ホームレスに対する理解の促進、自立支援の推進など 
(12) 様々な人権をめぐる対応：アイヌの人々、刑を終えて出所した人、婚外子、

拉致問題、男性への性暴力、ハラスメント、災

害に伴う人権問題への教育・啓発など 
 

３ 高齢者の人権 

養介護施設等においても、施設の管理者と職員、施設の職員と入所者、入所者

と養護者、入所者と入所者など、様々な関係の中で起きる人権問題に対する理解

を深め、人権への配慮が必要です。 
 

(1)養介護施設従事者等による高齢者虐待の相談・通報件数と虐待判断件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(2)養護者による高齢者虐待の相談・通報件数と虐待判断件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【対前年度 405 件（16.9％）増】 

【対前年度 117 件（15.8％）増】 

【対前年度 1,913 件（5.3％）

【対前年度 243 件（1.5％）減】 

出典：厚生労働省 

出典：厚生労働省 
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４ 部落差別 

(1)部落差別とは 

私たちは、生まれながらにして自由・平等であり、幸せで健康に生きる権利

を持っています。こうした願いや権利は基本的人権といわれ、憲法でも保障さ

れており、不当に侵してはならないものです。 

しかし、日常生活の中で、古くからの因習や世間体にとらわれたものの見方

に影響され、時に誤った判断をして、知らず知らずのうちに、人権を侵し、人

の幸せを踏みにじっていることもないとはいえません。 

とりわけ、わが国の人権にかかわる重大な社会問題に部落差別があります。 

部落差別とは、日本社会の歴史的過程で形づくられた身分差別により、今でも

「被差別部落」などと呼ばれる地域の出身であることを理由に、結婚・就職等

において差別されることがあるという日本固有の人権問題です。 

 

(2)差別解消のために 

国はこの問題を解決するために、特別措置法を定め、地方公共団体とともに

さまざまな事業を進めてきました。その結果、道路や住宅など生活環境の改善

は進みましたが、いまだに差別意識は根強く残るとともに、インターネットな

ど情報化の進展に伴って部落差別に関する状況の変化が生じています。 

こうした中、平成２８年１２月１６日に、部落差別の解消を推進し、もって

部落差別のない社会を実現することを目的とした「部落差別の解消の推進に

関する法律」が公布・施行されました。人権問題を解消するためには、全ての

人々が人権について正しい認識を持ち、粘り強く取り組んでいくことが必要

です。 

部落差別の根本的な解決に向けて、私たちは因習を無批判に受け入れるの

ではなく、冷静に客観的な目でとらえ、自分の周囲から差別と偏見をなくして

いくように努力することが大切です。 

人は誰も生まれるときに、出生地・家柄・性別などを自分で選ぶことはでき

ません。個人の責任でないことで差別するようなことがあってはならないの

です。 

 

５ あいち人権センターをご活用ください 

  あいち人権センターでは、人権啓発ＤＶＤの貸出、人権啓発パンフレットの

配布、人権研修への講師派遣などを行っています。貸出ＤＶＤの一覧は人権推

進課のホームページで紹介しています。 

- 161 -



  また、センターでは、電話・面談等による人権に関する相談窓口を設置して

います。この相談窓口では、人権に関する一般的な情報の提供や助言、専門相

談機関等の案内を行うなど、問題解決に向けた支援を行っています。 
  さらに、相談の中で法的な解釈や助言が必要であると考えられる場合は、弁

護士による法律相談も実施しています。 
○相談専門ダイヤル ０５２－９５４－６８０６ 

月曜日～金曜日(祝日及び年末年始除く)  

受付時間：9:00～17:00（相談は 16:30 まで） 

 

＜あいち人権センター＞ 

＜利用案内＞ 

開館時間 9:00～17:15 

休 館 日 土・日・祝日 

     12 月 29 日～1月 3 日 

利用内容 図書、DVD、ビデオの貸出 

     パンフレットの配布 

     啓発パネルの展示 

人権相談 など 

愛知県県民文化局人権推進課 

〒460-0001 名古屋市中区三の丸３丁目２番１号 愛知県東大手庁舎３階 

電話番号：052-954-6749  FAX 番号：052-973-3582 

人権推進課のホームページ：https://www.pref.aichi.jp/soshiki/jinken/ 
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愛知県障害者差別解消推進条例の概要 

 
 
 
 

 

１ 基本理念    
○ 全ての障害のある方が、社会を構成する一員として社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動

に参加する機会が確保されること 

○ 全ての障害のある方が、可能な限り、どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保され、

地域社会において他の人々と共生することを妨げられないこと 

○ 障害を理由とする差別の多くが障害のある方に対する理解の不足から生じていること及び誰も

が心身の機能の障害により、日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態になる可能性があ

ることを踏まえ、全ての県民が、障害についての知識及び理解を深める必要があること 

○ 県、県民、事業者及び市町村その他関係機関が、各々の役割を果たすとともに、社会全体で取り

組むこと 

 

２ 各主体の責務  

○ 県 の 責 務  障害を理由とする差別の解消の推進に関する必要な施策の策定・実施 

国及び市町村との連携、協力 

 ○ 県民の責務   障害を理由とする差別の解消の推進に寄与するよう努めること 

県の施策に協力するよう努めること 

 ○ 事業者の責務  障害を理由とする差別の解消のために必要な措置を講ずるよう努めること 

県の施策に協力するよう努めること 

主務大臣が定める対応指針に即した適切な対応に努めること 

 
３ 差別の禁止  

 
４ 県の取組 

 ① 相談及び紛争の防止等のための体制の整備   ② 障害者差別解消支援地域協議会の設置  

③ 啓発活動    ④ 助言、あっせん又は指導等   ⑤ 職員対応要領の制定 

不当な差別的 

取扱い 

障害を理由として、正当な理由なく、サービスの提供を拒否したり、制限し

たり、条件をつけたりすること 

⇒行政機関及び民間事業者において禁止 

合理的配慮の 

提供 

障害のある方から配慮を求められた場合に、負担になり過ぎない範囲で、必

要かつ適当な現状の変更又は調整を行うこと 

⇒行政機関及び民間事業者において義務 

 この条例は、平成 28年４月施行の障害者差別解消法の趣旨を広く県民の皆様に周知し、県民各

層の差別の解消推進への気運を高め、県民一体となって、障害を理由とする差別の解消の推進を

図ることを目的として基本理念を定め、その下に、県、県民、事業者の責務を明らかにしていま

す。               （平成 27 年 12 月 18 日制定、平成 28 年４月１日全面施行） 

愛知県障害者差別解消推進条例について 
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本県では、障害者用駐車スペースの適正利用を推進する取組を進めております。 

障害者用駐車スペースは、車椅子使用者に限らず、全ての障害のある人の他、高齢者や妊産婦等、

身体の機能上の制限を受ける人が利用できることとされていますが、案内表示として一般的に使われ

ている国際シンボルマーク（車椅子マーク）の表示しかない駐車スペースでは、車椅子使用者以外の

障害のある人等が利用しにくい現状があります。 

つきましては、介護保険指定事業者におかれましても、車椅子マークの表示しかない駐車スペース

においては、当該駐車スペースの主旨等を御理解いただき、適正利用の推進に御協力をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国際シンボルマーク 

車いすマークは、車いすの方だけでなくすべての障害者を示すマークです。 

 

障害者用駐車スペースの適正利用について 
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ヘルプマークの普及促進について 

 
1 ヘルプマークとは 

 義足や人工関節を使用している方、内部障害や難病の方、又は妊娠初期の方など、援助
や配慮を必要としていることが外見からは分かりにくい方々が、周囲に配慮を必要として
いることを知らせることで、援助を得やすくなるよう、東京都が平成 24 年 10 月に作成し
たマークです。愛知県では平成 30 年度から導入しています。 
 
２ 事業の目的 

ヘルプマークの存在を多くの人に知ってもらい、ヘルプマークを身に着けた方が日常生活
や災害時において様々な援助を受けやすくなるようにするための啓発活動に努めています。 

 
３ 配布について 

 各市町村障害福祉担当課、県保健所等で配布しています。口頭での申し出により、御希
望の方に無償でお渡ししています。障害者手帳、身分証明書の提示や申請書等の提出は不
要です（ただし、一部の市町村では任意で申請書等の提出を求める場合があります。）。 
 
４ ヘルプマークを身に着けた方を見かけたら 

 ・電車・バスの中で席をお譲りください。 
 ・困っているようであれば、駅や商業施設などで声をかけるなどの配慮をお願いします。 
 ・災害時は安全に避難するための支援をお願いします。 
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